
産業・ 交流
分野 5

政策 8 　 地域経済に活力を生み出す産業の振興と 雇用の創出 …………… 1 5 1

政策 9 　 都市と 田園の調和を活かし た持続可能な農林水産業の実現 …… 1 5 7

政策1 0 　 魅力と 拠点性を活かし た交流の促進 ……………………………… 1 6 3

政策1 1 　 新潟暮ら し の魅力発信と 移住・ 定住の促進 ……………………… 1 6 9
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地域経済に活力を生み出す産業の振興と 雇用の創出
政策8

産業・ 雇用

新事業の創出やDX
＊1

の支援、 企業誘致や創業支援を 通じ て、 地域企業全体の生産性を 向上さ せ

るこ と で、 企業の稼ぐ 力を 高めて地域経済に活力を 生み出し 、 市民所得の向上を 目指し ます。

SDG s
＊2

や脱炭素など 企業の社会的責任への対応を 支援する ほか、 テレ ワーク や副業など働き

方が多様化し ている こ と に対応し て、 誰も が働き やすい職場環境づく り や働き がいを 高める 取組

を 支援し ます。

基本的方向

新潟市の現状 / 将来を 見据え た課題

市民所得と 地域内経済循環

○市民経済計算による新潟市の一人当たり 市民所得は、

県の水準は上回っ て いる も のの、 全国の水準を 下

回っ ています。

○市民所得の約7 割は雇用者報酬である こ と から 、 市

民所得を 向上さ せるためには、 市内事業所の9 9 % を

占める 中小企業の稼ぐ 力（ 付加価値を 生み出す力）

を 高め、 市内総生産を 伸ばし ていく こ と が欠かせま

せん。

○地域経済を 活性化さ せるためには、 地域内外から 稼

ぐ 力を 高める と と も に、 稼いだお金が地域内で 投

資・ 消費さ れ、 それがまた新たな所得と し て循環し

ていく 「 地域内経済循環」 を 生み出すこ と が重要で

す。

出典： 新潟市の市民経済計算（ 令和元年度）

新潟市の市内総生産および市民所得推移

3 1 ,7 9 0 3 2 ,2 0 8 3 2 ,8 7 0 3 2 ,9 2 1 3 2 ,6 6 6
 

3 1 ,8 3 0
 

3 2 ,0 9 5
 

3 2 ,7 1 0

 

3 2 ,6 3 8

 
3 2 ,1 8 0

 

2 ,9 0 0 

2 ,9 7 1  

3 ,0 3 0 3 ,0 4 0 
3 ,0 2 5  

3 ,0 9 0 3 ,0 9 1 

3 ,1 6 3 3 ,1 8 2 3 ,1 8 1 

2 ,8 3 5  
2 ,8 8 9  

2 ,9 4 9  
2 ,9 8 0  

2 ,9 5 1  

2 ,2 0 0

2 ,4 0 0

2 ,6 0 0

2 ,8 0 0

3 ,0 0 0

3 ,2 0 0

2 0 ,0 0 0

2 5 ,0 0 0

3 0 ,0 0 0

3 5 ,0 0 0

4 0 ,0 0 0

H 2 7 H 2 8 H 2 9 H 3 0 R1

（ 千円）（ 億円）

市内総生産（ 名目）  市内総生産（ 実質）  

一人当たり 市民所得  一人当たり 国民所得  

一人当たり 県民所得  

6 各分野の政策・ 施策基本計画

産業・ 交流分野 5

＊1  D ig ita l Tra nsfo rma tionの略。 データ と デジタ ル技術を活用し て、 顧客や社会のニーズを基に、 製品やサービス、 ビジネスモデルの変革や、 業

務そのも のや、 組織、 プロセス、 企業文化・ 風土を変革するこ と 。

＊2  Susta ina b le  Deve lopment Goa ls（ 持続可能な開発目標） の略。 より よい社会の実現を目指す2 0 3 0 年までの世界共通の目標で、2 0 1 5 年の「 国

連持続可能な開発サミ ッ ト 」 において1 9 3 の加盟国の全会一致により 採択さ れた。 将来世代のこ と を考えた持続可能な世界を 実現するための1 7

の目標と 1 6 9 のタ ーゲッ ト から 構成さ れている。
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労働生産性 多様な人材の活躍

○市内事業所の労働生産性は全国平均を 下回っ ていま

す。 ポスト コ ロナの社会変化に対応し た新規事業の

創出、 付加価値の高い製品・ サービ スの創出、 新た

な販路の開拓など生産性の向上に向けた取組が重要

です。

○新潟市は、 雇用の多く を 卸・ 小売業など労働集約型

サービ ス業が占めています。 サービ ス業の労働生産

性は人口の集積度に比例し て高く なるため、 人口減

少によ り 都市の低密度化が進むと 、 大き な影響を 受

ける恐れがあり ます。

起業・ 創業の促進

○人口減少・ 少子高齢化の進行に伴い、 地域内の消費

の縮小や、 地域経済を 支える 市内事業者の減少が懸

念さ れます。

○起業・ 創業は、 産業の新たな担い手を 増やすと と も

に、 新たなサービ スや技術を 生み出し 、 雇用の創出

などにも つながる こ と から 、 地域経済にと っ て重要

です。

新たな社会課題への対応

○SDG sの推進やゼロ カ ーボン シ テ ィ ＊1 の実現な ど、

新たな社会課題の解決に向けて、 官民が連携し た取

組が重要です。

デジタ ル技術の活用・ 事業承継

○生産年齢人口の減少に伴い、 労働力不足や後継者不

足が企業にと っ て大きな課題になっ ています。

○デジタ ル技術の活用によ る 生産性の向上のほか、 多

様な人材が活躍でき る環境づく り や円滑な事業承継

の促進が重要です。

○新潟市の勤労者世帯の可処分所得を 政令指定都市の

中で比較する と 高い水準にあり 、 共働き で世帯と し

て所得を得ている構造がう かがえます。

○新潟市には、 大学や専門学校など高等教育機関が集

積し ており 、 地域の産業を 担う 多く の人材を 輩出し

ています。 一方で、 若者を 中心に、 職業を 理由と し

た市外への転出超過が続いているこ と から 、 魅力あ

る 企業の誘致や若者の市内就労の意識醸成、 市内企

業の認知度向上を 促進するこ と などによ り 、 若者に

選ばれる雇用の創出が重要です。

○テレワーク や副業など多様な働き 方が広がっ ており、

事業者側の人材採用の面で も 、 女性・ 若者・ 高齢

者・ 障がい者・ 外国人など多様な人材が活躍でき る

環境づく り が重要です。

女性社員が活躍する市内建設事業者

高機能オフ ィ スの創出

○「 にいがた2 k m」 ＊2エリ アには、 老朽化し たビルが

多く 見ら れま す。 企業誘致を 推進し ていく う えで、

企業のニーズに沿っ たオフ ィ スや、 ポスト コ ロ ナの

働き 方に対応し たオフ ィ スの創出が重要です。

都心エリ アの目指す姿　 イ メ ージ（ 東大通から 新潟駅を望む）

＊1  脱炭素社会に向けて、 2 0 5 0 年までにＣ Ｏ 2 の排出量を実質ゼロにするこ と を目指す旨を表明し た地方自治体のこ と 。

＊2  新潟駅周辺・ 万代・ 万代島・ 古町をつなぐ 約2 k mの都心軸周辺エリ アの呼称のこ と 。
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施　 策

施策1 　 地域企業の持続的発展に 向け た 経営支援

○地域・ 社会環境の変化によ り 多様化・ 複雑化する 企

業の経営課題の解決に向けて、 相談・ コ ン サルティ

ングなどの支援に取り 組みます。

○新たなビ ジネスモデルへの転換や事業承継など、 市

内事業者の目的に応じ たき め細やかな支援に取り 組

みます。

○多様で柔軟な働き 方を 実践でき る 職場づく り に取り

組む中小企業を支援し ます。

○市内の中学校、 高校、 大学や経済団体などと 連携し

て、 学生に向けた市内事業者の認知度向上に取り 組

みます。

デジタ ル技術の活用例

公益財団法人新潟市産業振興財団での経営相談

市内商店街の賑わい

人材確保・ 育成に向けた支援3経営課題の解決に向けた支援1

○企業のデジタ ル化を 支援する こ と で、 労働力不足の

解消や事業の高度化を 後押し する ほか、 ポスト コ ロ

ナの社会変化に対応し た新規事業の創出など、 地域

企業の持続的な成長を支援し ます。

○社会課題と し て企業に要請さ れる 脱炭素化を 支援す

る こ と で、 地域企業の持続的な成長と 競争力の強化

を 図ると と も に、 ゼロ カ ーボンシティ の実現に向け

た取組を推進し ます。

デジタ ル化・ 脱炭素化によ る 競争力

強化
2

○企業のDX を推進するなど、 生産性向上や、 付加価値

向上に向けた取組を 後押し する こ と で、 地域の外か

ら 稼ぐ 力を 高める と と も に、 所得の向上につなげ、

地域内経済の循環を促進し ます。

○商店街が商業機能に加え、 世代を 超えて人々が交流

する 機会を 創出する など、 地域住民やコ ミ ュ ニティ

が求める 多様なニーズに応え、 持続・ 発展でき る よ

う 、 地域の実情に合わせて支援し ます。

地域経済の持続的発展に向けた取組4

関連する施策

●多様な支援による移住・ 定住の促進、 関係人口の創出　 …P1 7 1

●脱炭素社会の創造　 …P1 9 9
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創業者向け経営支援セミ ナー

○活力ある 産業拠点の形成に向けた計画的な工業用地
の整備と 、 充実し た広域交通基盤などの地域特性を

活かし た企業立地を促進し ます。

○「 にいがた2 k m」 エリ アにおける高機能オフ ィ スの
整備を 促進すると と も に、 新潟市の優位性を アピ ー
ルし 、 多様な産業と の連携やイ ノ ベーショ ン ＊7 が期

待さ れるＩ Ｔ 企業の誘致を推進し ます。

○企業の立地・ 誘致の推進によ り 、 多様で魅力ある雇
用の創出を図り ます。

戦略的な企業立地・ 誘致の推進3
○起業家の支援・ 育成に取り 組むと と も に、 セミ ナー

やワーク ショ ッ プの開催などを 通じ て企業や地域な

ど と の多様なネッ ト ワーク 形成を 促進する こ と で、
創業し やすく 、 安定的に事業が継続でき る環境づく

り に取り 組みます。

○食関連産業の集積など新潟市の特色を 活かし た、 市

内事業者と スタ ート アッ プ＊1と のオープン イ ノ ベー
ショ ン ＊2を 促進し 、 新規事業の創出に際し ても 寄り

添いながら 幅広く 支援し ます。

起業・ 創業し やすい環境づく り1

ド ローン配送サービスの実証実験

○AI＊3 やIoT＊4、 5 G ＊5 を はじ めと し た先端技術の活用
やDX の取組を促進するほか、 多種多様な企業などが

協業・ 共創する ための環境整備と 人材育成を 進め、
新規事業の創出を支援し ます。

○デジタ ル社会や脱炭素社会の進展を見据えた、 DX や
GX＊6などの新たなサービスの実証・ 実装を促進します。

○航空機産業をはじ めと し た成長分野への参入など、 優

れた技術を有する市内事業者の挑戦を後押し し ます。

社会の変化を 見据えた新規事業創出の支援2

海外バイ ヤーと の商談会

○新潟市の強みである 食分野を 中心と し た輸出促進に
向けて、 市内事業者の海外販路拡大を支援し ます。

○外資系企業や外国人起業家の誘致を 進め、 地域経済

の活性化を図り ます。

海外ビジネスの推進4

関連する施策
●売れる米づく り と 園芸産地づく り の推進　 …P1 5 9
●農林水産業を活かし たまちづく り 　 …P1 6 0
●多様な支援によ る移住・ 定住の促進、 関係人口の創出　 …P1 7 1

●魅力と 賑わいある都心づく り 　 …P 1 8 8
●広域的な拠点機能の強化　 …P1 8 8

＊1  新し いビジネスモデルを考えて、 新たな市場を開拓し 、 社会に新し い価値を提供し 、 貢献するこ と により 、 事業の評価を短期間で飛躍的に高める
企業のこ と 。

＊2  企業や組織の枠に捉われず、新たな技術やアイデアなどを積極的に活用し て、革新的な製品やサービス、またはビジネスモデルなどの開発を行う こと 。
＊3  Artif ic ia l In te llig ence（ 人工知能） の略。 知的な行為を、 人工的に作ら れた知能で可能にする技術のこ と 。
＊4  Inte rne t o f Th ing sの略。 様々なも のがイ ンタ ーネッ ト につながるこ と で、 離れたと こ ろにあるモノ の状態を把握し て操作し たり 、 サービスを利

用し たり でき るこ と 。
＊5  第5 世代移動通信システム（ 5 th Gene ra tion） のこ と 。 高速・ 大容量、 超低遅延、 多数同時接続が可能な移動体無線通信システム。
＊6  Green Tra n sfo rma tion の略。 カ ーボンニュ ート ラ ルや温室効果ガス排出削減目標の達成に向けた取組を経済の成長の機会と 捉え、 排出削減と

産業競争力の向上の実現に向けて、 経済社会システム全体を変革するこ と 。
＊7  モノ 、 仕組みなどに対し て、 全く 新し い技術や考え方を取り 入れて、 新たな価値を生み出し 、 社会的に大き な変化を起こ すこ と 。

施策2 　 地域経済の活性化に資する新たなビジネスの創出支援
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施策3 　 誰も がい き い き と 働け る 環境づく り

○企業によ る 働き やすい職場づく り や、 社員の生産
性・ 創造性を 高める 取組を 促進する など、 企業の働

き 方改革を推進し ます。

○経済界や労働団体など関係団体と 連携し 、 官民協働
により ワーク ・ ラ イ フ ・ バラ ンスを推進し ます。

働き方改革など職場環境の整備1

○協同労働＊1など、 多様な就労の機会の創出に取り 組
みます。

多様な就労の機会の創出2

働きやすい職場づく り に取り 組む企業の表彰

関連する施策

●男女共同参画の推進　 …P 1 1 4

●障がいのある人の生き づら さ や差別の解消、 社会参加の推進　 …P1 1 5

●多文化共生のまちづく り 　 …P1 1 6

●出会いから 結婚・ 妊娠・ 出産・ 子育てにかけての切れ目ない支援　 …P1 3 1

●社会全体での子育て支援　 …P1 3 3

●こ こ ろ と 身体の健康の増進　 …P1 4 3

●障がいの有無によら ず安心し て暮ら せる共生社会の実現　 …P 1 4 8

●多様な支援による移住・ 定住の促進、 関係人口の創出　 …P1 7 1

関連する 主な 分野別計画

●新潟市中小企業・ 小規模事業者活性化プラ ン　 　 　 　 　 　 ●新潟市企業立地ビジョ ン

政策指標

一人当たり 市民所得
（ 市民経済計算による一人当たり 市民所得）

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

3 ,0 2 5 千円
（ 令和元年度）

3 ,1 7 9 千円
（ 令和5 年度）

3 ,3 4 0 千円
（ 令和9 年度）

大学等新規学卒者の県内就職率

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

5 8 .8 ％
（ 令和3 年度）

前年度実績以上
（ 令和8 年度）

前年度実績以上
（ 令和1 2 年度）

年次有給休暇取得率

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

5 4 .0 ％
（ 令和3 年度）

6 2 .0 ％
（ 令和8 年度）

7 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

職業を理由と し た県外と の転出入数

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

2 ,0 0 8 人
転出超過

（ 令和3 年）

転出超過の縮小
（ 令和8 年）

転出超過の縮小
（ 令和1 2 年）

勤め先が働きやすい職場であると 思う 市民の割合

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

6 4 .6 ％
（ 令和4 年度）

7 2 .0 ％
（ 令和8 年度）

8 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

＊1  働く 人や市民が資金を出し 合い、 仕事をつく り 、 運営にも 参加し て一人一人が主体と なる働き方のこ と 。

指標の定義や目標設定の考え方をP2 6 5 ～2 7 8 に記載し ています。
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都市と 田園の調和を活かし た持続可能な

農林水産業の実現

政策9

農林水産

良好な営農条件を 備えた農業生産基盤の整備・ 保全と 生産体制の強化、 販売力の向上を 通じ て、

若者に選ばれ、 農業、 農村が元気になる「 儲かる 農業」 を 実現し 、 意欲ある 担い手等の確保・ 育

成により 、 持続可能な農林水産業を 目指し ます。

都市と 田園が調和する 新潟市の強みである豊富な「 食」 と 「 農」 の地域資源を 最大限活用し て、

農林水産業者の発意と 工夫に、 市民と の協働や他分野と の力の組み合わせを 通じ て、 コ ミ ュ ニティ

の活力の創出を 図り ます。 また、 食、 花に市民が触れ合う 機会を 拡大し 、 地域への誇り と 愛着を

育みます。

基本的方向

新潟市の現状 / 将来を 見据え た課題

揺ら ぐ 農業構造

○令和2 （ 2 0 2 0 ） 年の新潟市の農業産出額は、 5 7 0 億

円で全国5 位、 分野別では米が3 2 7 億円であり 、 全

国1 位の大農業都市です。 日本最大の水田面積を 持

つ米どこ ろ である一方、 米の作付け割合が高いがゆ

えに、 米価や需要の変動の影響を 受けやすい農業構

造と なっ ています。

○今後、 農業就業者の減少と 高齢化がさ ら に進展する

も のと 見込まれています。 後継者がいない農家の急

増は、 新たな需要に応じ た農産物の生産が困難にな

る恐れがあり ます。

○また、「 儲かる農業」 の土台と なる農地の整備率は近

年、 微増にと どまっ ており 、 令和2 （ 2 0 2 0 ） 年の新

潟市の農地のほ場整備率は5 1 .9 % で、 県の6 4 .1 % 及

び全国の6 7 .0 % を下回っ ています。

○こ う し た状況が続く と 、 農地や農業技術の次世代へ

のスムーズな承継がなさ れず、 農業生産力の減少の

みなら ず、 地域コ ミ ュ ニティ の維持も 難し く なると

想定さ れます。

○心豊かな暮ら し を 支える食と 農を 守る ためには、 農

業生産基盤の整備・ 保全、 スマート 農業＊1の導入に

よ る 効率化、 意欲ある 担い手の確保、 園芸導入によ

る 複合営農の推進などの取組を 進める こ と で、 持続

可能な農業を実現する必要があり ます。

出典： 農林業センサス（ 農林水産省）

新潟市における後継者がいない農家の割合

1 0 0

(％)

8 0

6 0

4 0

2 0

0

4 5 .3

H 2 2 H 2 7 R2

5 5 .5

7 6 .0

6 各分野の政策・ 施策基本計画

産業・ 交流分野 5

＊1  ロボッ ト 、 AI、 IoTなど先端技術を活用する農業のこ と 。
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出典： 新潟市（ 令和3 年度）

新潟市に対する誇り や愛着

21.2

34.5

47.1

40.2

50.9

36.7

39.1

26.8

37.6

35.9

花・ 花木（ ８ 位）

料理（ ４ 位）

酒（ ３ 位）

海産物（ ２ 位）

農産物（ １ 位）

ある ある程度ある

○新潟市が今後も 大農業都市と し て「 儲かる農業」 を

実現するためには、 効率的かつ安定的な経営を 目指

す担い手の確保と 農地の集積・ 集約化、 そし てその

ための農業生産基盤である良好な営農条件を 備えた

農地の整備、 農業水利施設＊1の保全管理が重要です。

○新規就農者の約半数が農業法人等に就業するなど就

農機会が拡大し ています。 就農機会の拡大に伴い、 就

農そし て定着に向けた技術・ 知識の習得が重要です。

○担い手は、 農業生産のみなら ず地域コ ミ ュ ニティ の

維持においても 重要な役割を 果たし ています。 新規

就農者を はじ めと する農業や地域を 支える 多様な人

材の確保が重要です。

食と 農のつながり の深化

○新潟市の特色を 活かし 、 地域の魅力を 学ぶアグリ ・

スタ ディ ・ プロ グラ ム＊5、 食品関連産業の集積など

食と 農に関連し た多く の取組がなさ れています。

○多く の市民が地場産の農産物や水産物、 食文化等に

対し て誇り と 愛着を 抱いています。 こ う し た豊富な

地域資源の魅力を 広く 発信し 、 ブラ ンド 力の向上に

つなげると と も に、 他分野にも 活かし ていく こ と が

重要です。

持続可能な農業生産を 実現

○安心・ 安全な 農産物を 求める 消費者のニ ーズは高

まっ ています。 また、 SDGs＊3 や持続可能な食料シ

ステムの構築に向けた国内外の動き が加速し ており、

環境にやさ し い農業や資源循環型農業＊4の取組が求

めら れています。

〇家庭での調理機会の減少など人々のラ イ フ スタ イ ル

の変化や、 海外マーケッ ト の拡大などによる 需要の

動き に対応し ていく こ と が重要になり ます。

国家戦略特区制度の活用

○平成2 6 （ 2 0 1 4 ） 年に「 大規模農業の改革拠点」 と

し て、 国家戦略特別区域＊2 に指定さ れて以降、 デジ

タ ル技術の活用によ る農業の生産性向上プロジェ ク

ト が数多く 取り 組まれ、 その成果は広く 農業現場で

活用さ れています。  

○「 儲かる農業」 の実現には、 デジタ ル技術を 活用し

て、 営農の省力化や効率化を 進める などスマート 農

業の加速化が重要です。

林業・ 水産業の動向

○新潟市の林業は、 森林所有者の高齢化や林業従事者

の減少などから 、 適切な整備がなさ れない森林の増

加が問題と なっ ています。

○水産業は、 高齢化や従事者数の減少が進んでおり 、

持続可能な水産業の実現のためには意欲ある担い手

の確保を図るこ と が重要です。

地球規模の視野で考え、 地域視点で行動

○我が国の食料自給率は、 長期的には低下傾向で推移

し ており 、 令和2 （ 2 0 2 0 ） 年度はカ ロリ ーベースで

3 7 % 、 生産額ベースで6 7 % と なっ ています。

〇世界の人口増加や経済発展に伴う 食料需要の増大、

気候変動、 感染症や国際情勢の変化などの影響によ

り 、 我が国の食料の安定供給に関する不確実性が高

まっ ています。

○地球規模の視野で考えながら 、 新潟市の持つ食と 農

を活かし たまちづく り を考える必要があり ます。

人材の確保・ 育成と 良好な農業生産基盤の

整備・ 確保

＊1  農業生産に必要な農業用水を貯留、 取水、 分水し 、 各ほ場に引水し て利用し 、 河川等へ排水する施設のこ と 。

＊2  特定の地域や分野を限定し て規制緩和や税制上の優遇措置を行う こ と で， 企業の投資や人材を呼び込み， 地域経済の活性化を目指すために国が指

定する区域のこ と 。

＊3  Susta in a b le  Dev e lopmen t Goa ls（ 持続可能な開発目標） の略。 より よい社会の実現を目指す2 0 3 0 年までの世界共通の目標で、2 0 1 5 年の「 国

連持続可能な開発サミ ッ ト 」 において1 9 3 の加盟国の全会一致により 採択さ れた。 将来世代のこ と を考えた持続可能な世界を実現するための1 7

の目標と 1 6 9 のタ ーゲッ ト から 構成さ れている。

＊4  畜産や農業で出る廃棄物などを地域の有機資源と し て有効に活用し 、 環境に配慮し た持続性の高い農業のこ と 。

＊5  田園型政令市・ 新潟の特徴を活かし た農業体験学習のこ と 。 各教科等の学習を深化・ 補完し 、 生き る力を育むと と も に、 新潟の食と 農や地域の魅

力を学ぶ等、 特徴的な取組。
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施　 策

施策1 　 売れる 米づく り と 園芸産地づく り の推進

○良好な営農条件を 備えた農地を 確保し 、 意欲ある担

い手が有効利用し 、 さ ら に次世代へ承継する ため、

農地の大区画化や水田の汎用化＊1等を進めます。

〇新潟市の農業を 支える 基幹的な農業水利施設＊2の適

切な更新・ 保全管理によ る農業生産基盤の強靭化を

進めます。

○意欲ある 担い手への農地の集積・ 集約化を 効果的に

推進し 、 生産性の向上を 図ると と も に、 スケールメ

リ ッ ト ＊3を 活かし た農業経営が展開でき るよ う 取組

を進めます。

○新規就農者の技術およ び知識の習得や意欲ある 担い

手が営農を 継続でき る環境を 整備する など、 多様な

担い手の確保・ 育成を進めます。

○スマート 農業技術などを 活用し 経営拡大を 進める担

い手の育成に取り 組むほか、 農業を 支える 多様な人

材を確保するため、 デジタ ル技術の活用を進めます。

無人ト ラ ク タ の実証実験

市長による市内農産物のト ッ プセールス

意欲ある担い手等の確保・ 育成3

○市内農業団体等と 連携し 、 地域一体と なっ て園芸作

物（ 野菜、 果物、 花き ） の販路開拓やタ ーゲッ ト 層

に合わせ、 時代に対応し た販売促進に取り 組みます。

○食の拠点性向上に向けて、 食に関する新たなビ ジネ

スチャ ン スを 創出するほか、 海外の市場動向や輸出

環境等を 踏まえながら 、 米を はじ めと し た農産物の

輸出促進に取り 組みます。

所得拡大に向けた販売力の強化5

「 儲かる農業」 に向けた農業生産基盤

の整備・ 保全
1

○国家戦略特別区域制度を 活かし 、 スマート 農業＊4 や

デジタ ル技術の導入を 支援する こ と で、 生産性・ 収

益性の向上を図り ます。

○SDG s＊5 の達成に向け、 脱炭素化・ 環境負荷低減に

対する農業現場のニーズに即し ながら 、 様々な課題

に対し デジタ ル技術を活用し ます。

生産性向上と 持続性の両立に向けた

スマート 農業技術の導入促進
2

○需要が拡大する 野菜・ 果樹に対応するため、 生産技

術の課題解決や付加価値の高い農産物の生産に対す

る支援を行います。

○消費者や食品関連産業の需要に応じ た多様な米づく

り を 進めると と も に、 園芸導入による 複合営農を 推

進し ます。

新たな需要に応える農産物の

生産体制の強化
4

関連する施策

●地域経済の活性化に資する 新たなビジネスの創出支援　 …P1 5 4

●脱炭素社会の創造　 …P1 9 9

＊1  水田を畑地と し ても 利用でき るよう に排水機能等を整備するこ と により 、 畑作物の生産ができるよう にするこ と 。

＊2  農業生産に必要な農業用水を貯留、 取水、 分水し 、 各ほ場に引水し て利用し 、 河川等へ排水する施設のこ と 。

＊3  規模を大き く するこ と によっ て得ら れる効果や利益のこ と 。

＊4  ロボッ ト 、 AI、 IoTなど先端技術を活用する農業のこ と 。

＊5  Susta ina b le  Deve lopment Goa ls（ 持続可能な開発目標） の略。 より よい社会の実現を目指す2 0 3 0 年までの世界共通の目標で、2 0 1 5 年の「 国

連持続可能な開発サミ ッ ト 」 において1 9 3 の加盟国の全会一致により 採択さ れた。 将来世代のこ と を考えた持続可能な世界を 実現するための1 7

の目標と 1 6 9 のタ ーゲッ ト から 構成さ れている。
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施策2 　 農林水産業を 活かし た ま ち づく り

○所得と 雇用機会の確保を 図るため、 農業者が農産物

の加工、 直売所や農家レ スト ラ ン の経営等新規事業

を立ち上げ、 新たな付加価値を生み出す6 次産業化＊1

や食品関連産業等他分野と の連携による 農商工連携

を進めます。

〇障がい者や農業サポータ ー＊2 を はじ めと する多様な

人材が活躍できる環境を整え、 連携を強化し ます。

〇田園環境や景観など新潟市の地域資源を 良好に保つ

地域の取組を進めます。

〇市街地の近傍や上流域には水田が広がり 、 多く の排

水施設等が位置し ており 、 こ れら 農地・ 農業水利施

設の多面的機能を活かし て流域治水を推進し ます。

○新潟市の強みである食と 花、 食文化の魅力を 発信し 、

多く の人がその魅力に触れら れる機会を 提供する こ

と によっ て、 市民をはじ めと する多様な主体と 共に、

食と 花の販路の拡大およ び都市と 農村の交流を 推進

し 、 農林水産業の振興と 豊かな市民生活の実現を 図

り ます。

アグリ パーク における農業体験学習

新潟西港での南蛮えびの水揚げ

「 にいがた2 km ＊4　 食花マルシェ 」 を開催

新潟の農水産物と 食文化を全国に発信3地域資源を 活用し 、 コ ミ ュ ニテ ィ の

活力を創出
1

○市民が農業に触れる 機会を 創出し 、 都市と 農村の交

流や相互理解を促進し ます。

○いく と ぴあ食花やアグリ パーク などを 活用し 、 市民

が食と 農に触れ、 親し み、 学ぶこ と ができ る 場を 提

供する など農業体験を 通じ て、 地域への誇り と 愛着

を育む取組を進めます。

〇地元農産品の消費拡大につなげるため、 地場産食材

の活用や地産地消を進めます。

食と 農への理解促進と シビ ッ ク プ ラ

イ ド
＊3

の醸成
2

○森林資源の適切な管理を 推進するため、 森林経営管

理制度
＊5

の運用を進めると と も に、 保安林等の守るべ

き森林を市民主体で維持し ていく 活動を促進し ます。

○水産業の振興に向け、 漁港施設の長寿命化＊6や担い

手の確保を推進し ます。

林業・ 水産業の環境整備4

関連する施策
●障がいのある人の生き づら さ や差別の解消、 社会参加の推進　 …P1 1 5
●学力・ 体力に自信をも ち、 世界と 共に生き る心豊かな子ども を育む学校教育の推進　 …P 1 3 7
●障がいの有無によら ず安心し て暮ら せる共生社会の実現　 …P1 4 8
●生活に困窮する 人に寄り 添っ た自立支援　 …P1 4 9
●地域経済の活性化に資する新たなビ ジネスの創出支援　 …P1 5 4
●新潟の魅力と 優れた拠点性を活かし た交流人口の拡大　 …P1 6 6
●災害に強い地域づく り 　 …P1 8 1

＊1  農林漁業者（ 1 次産業従事者） が原材料供給者と し てだけではなく 、「 地域資源」（ 農林水産物、 バイ オマス、 自然エネルギーなど） を有効活用し 、

加工（ 2 次産業）、 流通（ 3 次産業） に取り 組み経営の多角化を進め、 農山漁村の雇用確保や所得の向上を目指すこ と 。

＊2  農作業をし たい、 園芸や野菜作り を学びたい、 健康づく り をし たいと 考える市民が農業サポータ ーと し て登録し 、 消費者と 交流し たい、 農業に理

解を持っ てほし いと 考える農家の農作業をボラ ンティ アで手伝う 人のこ と 。

＊3  市民が都市や自治体に対し て持つ誇り 、 愛着および共感のこ と 。

＊4  新潟駅周辺・ 万代・ 万代島・ 古町をつなぐ 約2 k mの都心軸周辺エリ アの呼称のこ と 。

＊5  経営管理が行われていない森林に対し て、 市町村が森林所有者の委託を受けて経営管理するこ と や、 林業経営者に再委託するこ と により 、 林業経

営の効率化と 森林管理の適正化を促進する制度のこ と 。

＊6  適切な保全により 公共施設やイ ンフ ラ 資産の健全な状態を可能な限り 長く 維持するこ と 。
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政策指標

関連する 主な 分野別計画

●新潟市農業構想　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ●新潟市農村環境計画

●新潟市食育推進計画　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ●新潟市水産業振興指針

●新潟市森林整備計画

農業産出額推計値

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

全体
5 6 9 .9 億円
う ち 園芸

1 9 6 .1 億円
（ 令和2 年）

全体
5 7 1 .4 億円
う ち 園芸

2 1 1 .1 億円
（ 令和7 年）

全体
5 7 3 .0 億円
う ち 園芸

2 2 3 .0 億円
（ 令和1 1 年）

新潟市の農水産物などに対し て誇り や愛着を持つ
市民の割合

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

8 6 .9 ％
（ 令和4 年度）

9 0 .0 ％
（ 令和8 年度）

9 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

指標の定義や目標設定の考え方をP2 6 5 ～2 7 8 に記載し ています。
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魅力と 拠点性を活かし た交流の促進
政策1 0

観光・ 交流

ポスト コ ロ ナに適し た観光スタ イ ルを 構築・ 推進し 、 新潟市への観光マイ ン ド を 活性化さ せま

す。 併せて、 来訪者へのおも てなし 態勢を 強化する と と も に、 社会の変化を 捉えつつ、 新潟の魅

力と 拠点性を 活かし た誘客活動を 積極的に展開する こ と で、 観光需要の回復を 図り 、 その拡大に

つなげます。

また、 姉妹・ 友好都市等と 多様な分野で交流を 積み重ね、 国際情勢に左右さ れにく い信頼関係

を 構築すると と も に、 多文化共生社会の実現に向けた取組を 進め、 国際都市と し ての発展と シビッ

ク プラ イ ド
＊1

の醸成、 究極には世界平和への貢献を 目指し ます。

基本的方向

新潟市の現状 / 将来を 見据え た課題

新潟市の拠点性 交流人口によ る経済効果

○新潟市は国際港・ 国際空港や高速道路、 新幹線と

いっ た高速交通ネッ ト ワーク を 有する ほか、 新潟駅

のリ ニュ ーアルや新潟駅周辺整備等により 、 こ れま

で以上に利便性が向上し ます。

○優れた拠点性を 活かし て ハイ レ ベル国際コ ン ベン

ショ ン ＊2を含めたMICE ＊3誘致や広域的な交流人口拡

大に結び付けていく こ と が重要です。

○定住人口1 人当たり の年間消費額（ 1 3 0 万円） は、

旅行者の消費額に換算する と 外国人旅行者8 人分、

国内旅行者（ 宿泊） 2 3 人分と 試算さ れます。 定住人

口の減少によ る 消費額の減少を カ バーする う えで、

交流人口＊4による経済効果は重要です。

出典：

定住人口1 人当たり の年間消費額： 家計調査（ 令和元年： 総務省）

旅行消費額（ 外国人）： 訪日外国人消費動向調査（ 令和元年： 観光庁）

国内旅行者（ 宿泊）： 旅行・ 観光消費動向調査（ 令和元年： 観光庁）

6 各分野の政策・ 施策基本計画

産業・ 交流分野 5

＊1  市民が都市や自治体に対し て持つ誇り 、 愛着および共感のこ と 。

＊2  G7 、 G2 0 、 APECなど既存の国際的枠組みや数か国間で行われている官公庁主催の首脳・ 閣僚級会合、 国際機関が行う 会合などのこ と 。

＊3  Mee tin g （ 会議）、 Incen tiv e  Tra v e l（ 企業報奨、 研修旅行）、 Conven tion （ 総会、 学術会議）、 Event/Ex h ib ition （ 文化・ スポーツイ ベント 、

展示会） の頭文字。 多く の集客交流が見込まれる会合、 イ ベント などの総称のこ と 。

＊4  観光目的やビジネス目的などでその地域を訪れる人々のこ と 。
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近隣市町村での観光資源のイ メ ージ

新潟市延べ宿泊者数（ 日本人）

2 1 0 .4  2 0 7 .0  2 0 8 .2  2 1 3 .6  2 1 5 .2  
2 2 5 .8  

1 6 0 .0  
1 7 2 .8  

0

5 0

1 0 0

1 5 0

2 0 0

2 5 0

H 2 6 H 2 7 H 2 8 H 2 9 H 3 0 R1 R2 R3

（ 万人泊）

2 9 .1 % 減

（ 年）

新潟市延べ宿泊者数（ 外国人）

4 2 .0  

5 9 .0  
5 5 .0  

5 7 .0  

7 7 .0  

9 2 .0  

1 8 .0  

4 .0  

0

1 0

2 0

3 0

4 0

5 0

6 0

7 0

8 0

9 0

1 0 0

H 2 6 H 2 7 H 2 8 H 2 9 H 3 0 R1 R2 R3

8 0 .4 % 減

（ 年）

（ 千人泊）

新潟空港利用者数

8 7 6 8 5 4 8 7 8 9 1 0
1 ,0 3 0 1 ,0 1 8

2 9 6
3 8 9

1 3 2 1 2 7 1 1 3 1 1 3

1 3 6 1 1 9

0

0

1 ,0 0 8
9 8 1 9 9 1

1 ,0 2 3

1 ,1 6 6
1 ,1 3 7

2 9 6
3 8 9

0

5 0 0

1 ,0 0 0

1 ,5 0 0

（ 千人）

H 2 6 H 2 7 H 2 8 H 2 9 H 3 0 R1 R2 R3 R4 R5 R6 （ 年度）

国内線

国際線

合計

新潟県の目標値：
2 0 2 4 年度1 4 0 万人

感染症拡大によ る影響

○新型コ ロ ナウイ ルス感染症の拡大によ り 、 交流人口

は大き く 落ち 込みまし た。 外国人来訪者は激減し 、
地域経済への波及効果が高いMICEも 中止・ 延期が続

きまし た。

〇航空路に関し ては、 減便・ 運休が続き 、 増加傾向に

あっ た新潟空港の利用者は大幅に落ち 込みまし た。
また、 ク ルーズ船に関し ても 、 新潟港への寄港が相

次いで中止さ れまし た。

観光需要の回復・ 拡大に向けて

○市内の旅行業者やホテル・ 旅館、 商工会議所、 観光

協会、 行政等の関係者が一体と なり 、 観光需要を 早
期に感染症拡大前の水準まで回復さ せる こ と およ び

持続可能な観光の構築を 共通認識と し て、 様々な取
組を展開し ています。

○こ れま で の調査で は、 旅行者の新潟市に対する イ
メ ージ は、 米、 雪、 酒、 海、 魚介類が多数でし た。

こ れら を 魅力や強みと し て活かし 、 誘客活動や満足
度・ リ ピート 意欲・ 消費意欲の向上につなげていく
こ と が重要です。

〇新潟市の近隣には佐渡を はじ め、 燕三条のも のづく

り やキャ ン プフ ィ ールド 、 月岡温泉など、 全国的に
も 有名な観光資源が点在し ています。 持続可能な観
光に向けては、 新潟市独自の取組に加え、 自治体連

携によ るエリ アと し ての取組が重要です。 また、 デ
ジタ ル技術の活用、 SDGs＊1 への貢献と いっ た視点
も 大切です。

「 にいがた2 k m 」のポテンシャ ル

○「 にいがた2 k m」＊2 エリ アには、 新潟市の中心部と

し て様々な機能が集積し 、 みなと まちと し ての歴史

や文化が色濃く 残り ます。 新潟駅が新し く 生まれ変
わるこ と を 契機に、 当エリ アのポテン シャ ルを 十分
に引き 出し 、 交流人口拡大につなげる こ と が重要で

す。

＊1  Susta in a b le  Dev e lopmen t Goa ls（ 持続可能な開発目標） の略。 より よい社会の実現を目指す2 0 3 0 年までの世界共通の目標で、2 0 1 5 年の「 国

連持続可能な開発サミ ッ ト 」 において1 9 3 の加盟国の全会一致により 採択さ れた。 将来世代のこ と を考えた持続可能な世界を実現するための1 7

の目標と 1 6 9 のタ ーゲッ ト から 構成さ れている。

＊2  新潟駅周辺・ 万代・ 万代島・ 古町をつなぐ 約2 k mの都心軸周辺エリ アの呼称のこ と 。
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新潟市の姉妹・ 友好都市、 交流協定都市

都市名（ 国名） 提携年・ 月

ガルベスト ン市（ 米国） 1 9 6 5 年1 月　 姉妹都市提携

ハバロ フ スク 市（ ロ シア） 1 9 6 5 年4 月　 姉妹都市提携

ハルビ ン 市（ 中国） 1 9 7 9 年1 2 月　 友好都市提携

ウラ ジオスト ク 市（ ロシア） 1 9 9 1 年2 月　 姉妹都市提携

ビロ ビ ジャ ン 市（ ロ シア） 2 0 0 5 年3 月　 豊栄市と の合

併によ り 、 1 9 9 2 年以来のビ
ロ ビ ジャ ン 市と 豊栄市の姉妹

都市関係を 引き 継ぐ

ナン ト 市（ フ ラ ン ス） 2 0 0 9 年1 月　 姉妹都市提携

ウルサン 市（ 韓国） 2 0 0 6 年9 月　 交流協定締結

市内の小学校と 外国の学校と のオンラ イ ン交流

新潟の学生による海外文化体験

外国籍市民による日本文化体験

姉妹・ 友好都市等と の交流

○新潟市は、 昭和4 0 （ 1 9 6 5 ） 年に米国のガルベスト

ン 市と 初めて姉妹・ 友好都市提携し まし た。 現在で
は、 全5 か国・ 7 都市と 同様の交流提携・ 協定締結に
より 、 自治体交流を展開し ています。

〇多く の市民グループが様々な国と 交流活動を 行っ て

います。 コ ロ ナ禍では、 学生を 中心と し た若い世代
で、 オンラ イ ンによる交流が盛んに行われています。

○自治体交流と 市民によ る草の根交流は、 国際情勢に
左右さ れにく い信頼関係を 構築し 、 究極には、 世界

平和に貢献する 取組と し て、 今後も 継続し て活動し
ていく こ と が重要です。

文化・ スポーツ ・ 食など様々な分野の交流

○マン ガ・ アニメ 、 食文化など、 新潟市の魅力や強み

を 海外に発信し ているほか、 青少年交流や文化イ ベ
ント 交流を展開し ています。

国際的な都市と し てのポテン シャ ル

○新潟市は、 G7 ＊1、 G2 0 ＊2、 APEC＊3など、 ハイ レ ベ
ルな国際会議の開催実績があり ます。 開催は、 様々な

条件をク リ アできる都市に限ら れ、 充実し た都市機能
や市民の温かいおも てなし が評価さ れた結果です。

○新潟市が国際的な都市と し てのポテン シャ ルを 有し
ているこ と を 市民と 広く 共有する と と も に、 今後も
様々な場面を 通じ て、 世界における新潟市の存在感

を高めていく こ と が重要です。

デジタ ル技術の進展と 国際交流

○今後も デジタ ル技術が進展し 、 距離や時間、 言語の
壁が解消さ れ、 世界中の人々と よ り 容易に交流でき

る時代が訪れると 予想さ れます。

〇一方、 対面交流だから こ そ感じ るこ と や理解でき る

こ と も あり 、 その時代に合わせたデジタ ルと リ アル
の融合により 、 効果的に交流が行われる よう 取り 組

むこ と が重要です。

〇スポーツ 分野では、 こ れまでの都市間交流が評価さ
れ、 大規模な国際大会のほか、 海外チームのオリ ン
ピ ッ ク 事前合宿誘致にも 成功し ています。 世界の超

一流の技を 目の当たり にし たり 、 選手と 交流でき た
り と 、 市民にと っ て貴重な機会と なっ ています。

＊1  フ ラ ン ス、 アメ リ カ 、 イ ギリ ス、 ド イ ツ、 日本、 イ タ リ ア、 カ ナダ（ 議長国順） の7 か国並びに欧州理事会議長及び欧州委員会委員長が参加し て

毎年開催さ れる国際会議のこ と 。 主要国首脳会議と も いう 。

＊2  G7 に参加する7 か国に、 アルゼンチン、 オースト ラ リ ア、 ブラ ジル、 中国、 イ ンド 、 イ ンド ネシア、 メ キシコ 、 韓国、 ロシア、 サウジアラ ビア、

南アフ リ カ 、 ト ルコ 、 欧州連合を加えた2 0 か国・ 地域の首脳が参加し て毎年開催さ れる国際会議のこ と 。 正式名称を「 金融・ 世界経済に関する

首脳会合」 と いう 。

＊3  Asia -Pa c if ic  Econom ic  Coope ra tion（ アジア太平洋経済協力） の略。 アジア太平洋地域の2 1 の国と 地域が参加する経済協力の枠組みであり 、

当該地域の持続可能な成長と 繁栄に向け、 貿易・ 投資の自由化・ 円滑化や地域経済統合の推進、 経済・ 技術協力等の活動を行っ ている。
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施　 策

施策1 　 新潟の魅力と 優れた 拠点性を 活かし た

交流人口の拡大

○来訪者が安心・ 安全に観光でき る 体制づく り や、 観
光面から SDG sに貢献でき る 仕組みの構築など、 持

続可能な観光への取組を官民一体で進めます。

○新潟空港や新潟駅と いっ た拠点において、 おも てな
し 感の醸成を進めます。

〇民間事業者が取り 組む体験型観光の充実を図り ます。

○外国人旅行者へのおも てなし 態勢の整備を 官民一体
で進めます。

○古町芸妓をはじ めと し た「 新潟なら では」 の文化や、
伝統行事、 街並み、 自然環境と いっ た各区の地域資

源＊1 の観光コ ン テン ツと し ての磨き 上げや掘り 起こ
し を進めます。

〇AR＊2やVR＊3をはじ めと するデジタ ル技術を活用し 、
来訪者の利便性向上や観光コ ン テン ツの付加価値を

高めると いっ た取組を進めます。

○国際港・ 国際空港や高速道路、 新幹線と いっ た高速
交通ネッ ト ワーク を有する拠点性を活かし 、 ハイレベ

ルな国際会合・ スポーツ大会等を含むMICE誘致、 お
よ び佐渡市や会津若松市＊4を はじ めと する県内外の
自治体と の広域連携により 、 誘客を促進し ます。

〇食と 酒、 みなと まち 文化、 各区の地域資源、 古町芸

妓、 マンガ・ アニメ 、 スポーツなど、 新潟市の個性・
魅力を 最大限に活用し 、 誘客を 促進する と と も に、
来訪者の満足度向上、 リ ピ ート ・ 消費意欲の向上に

つなげます。

○航空路線の充実、 外国人誘客、 ク ルーズ船の誘致を
進めます。

○SN S＊5 を はじ めと する 様々な メ ディ ア を 活用し 、
タ ーゲッ ト を意識し た効果的な情報発信を行います。

〇来訪者アン ケート や旅行者動態調査を 適宜実施し 、

データ に基づいた効果的・ 効率的な誘客活動を 行い
ます。古町芸妓

白根大凧合戦

関連する施策

●文化芸術特性の多面的展開　 …P 1 2 2

●スポーツを活かし たまちづく り 　 …P1 2 6

●農林水産業を活かし たまちづく り 　 …P1 6 0

●魅力と 賑わいある都心づく り 　 …P 1 8 8

●広域的な拠点機能の強化　 …P1 8 8

持続可能な観光の推進と おも てなし

態勢の強化
1 新潟の個性・ 魅力と 拠点性を

活かし た誘客の促進
2

＊1  歴史・ 文化遺産、 伝統行事・ 文化・ 芸能・ 工芸、 街並み、 産業、 農村文化・ 田園、 海・ 潟・ 里山等の自然環境、 鉄道、 温泉など。

＊2  Aug men ted  Rea lity の略。 現実の環境にコ ンピュ ータ を用いて情報を付加するこ と により 人工的な現実感を作り 出す技術の総称のこ と。 拡張現

実と も いう 。

＊3  V ir tua l Rea lity の略。 人間の感覚器官に働き かけ、 現実ではないが実質的に現実のよう に感じ ら れる環境を人工的に作り 出す技術のこ と 。 仮想

現実と も いう 。

＊4  佐渡市と は、 平成2 2 （ 2 0 1 0 ） 年から 「 ト キめき 佐渡・ にいがた観光圏」 を形成。 令和4 （ 2 0 2 2 ） 年には、 佐渡金山の世界文化遺産登録を見据

え誘客交流連携協定を再締結。 会津若松市と は、 平成2 4 （ 2 0 1 2 ） 年に観光交流を宣言。

＊5  Soc ia l N e tw ork in g  Se rv iceの略。 イ ンタ ーネッ ト を通じ て、 社会的なネッ ト ワーク の構築を支援するサービス。
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施策2 　 世界と つ な がる 国際交流の推進

○姉妹・ 友好都市、 交流協定都市を はじ め、 世界各都

市と 自治体交流を進めます。

〇青少年交流を はじ め、 市民が主人公と なる 国際交流

や国際協力を 促進し 、 市民レ ベルでのグローバル・

パート ナーシッ プ＊1の活性化を図り ます。

〇デジタ ル技術を 活用し 、 その時代に合っ た効果的な

国際交流と なるよう 取り 組みます。

○様々な国際交流を 通じ 、 国際的な都市と し ての発展

と シビッ ク プラ イ ド ＊2 の醸成を 図り ます。 また、 食

や文化、 観光など、 新潟市の魅力を 世界に発信し ま

す。

〇国際交流の究極の目的である 世界平和への貢献のた

め、 新潟市から 非核・ 平和・ 交流のネッ ト ワーク を

率先し て創り 出し ます。

世界各都市と の交流促進1

新潟

姉妹・友好都市

交流協定都市

その他 交流のある都市

ビロビジャン

ウラジオストク

ハバロフスク

ハルビン

ナント

ガルベストン

清州

青島

済南

ウルサン

キングストン・
アポン・ハル

（特定の分野を決めて交流）

（特定の分野に限らず交流）

新潟市の姉妹・ 友好都市、 交流協定都市

関連する施策

●多文化共生のまちづく り 　 …P1 1 6

●文化芸術特性の多面的展開　 …P1 2 2

● 学力・ 体力に自信をも ち 、 世界と 共に生き る心豊かな子ども を

育む学校教育の推進　 …P 1 3 7

関連する 主な 分野別計画

●新潟市国際化推進大綱

政策指標

延べ宿泊者数

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

日本人
1 7 2 .8 万人泊

外国人
0 .4 万人泊

（ 令和3 年）

日本人
2 2 7 .2 万人泊

外国人
9 .2 万人泊

（ 令和8 年）

日本人
2 3 0 .0 万人泊

外国人
1 8 .0 万人泊

（ 令和1 2 年）

新潟市は国際的なまちだと 思う 市民の割合

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

市民全体
1 5 .5 ％

外国籍市民
3 6 .0 ％

（ 令和4 年度）

市民全体
3 0 .0 ％

外国籍市民
5 0 .0 ％

（ 令和8 年度）

市民全体
5 0 .0 ％

外国籍市民
7 0 .0 ％

（ 令和1 2 年度）

観光入込客数

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

1 ,1 6 9 万人
（ 令和3 年）

1 ,9 2 5 万人
（ 令和8 年）

2 ,0 4 5 万人
（ 令和1 2 年）

＊1  地球規模の協力関係のこ と 。 世界平和・ 環境問題の解決のために提携するこ と 。

＊2  市民が都市や自治体に対し て持つ誇り 、 愛着および共感のこ と 。

指標の定義や目標設定の考え方をP2 6 5 ～2 7 8 に記載し ています。

167



168



新潟暮ら し の魅力発信と 移住・ 定住の促進
政策1 1

移住・ 定住

テレ ワーク の普及によ り 柔軟な働き 方が可能になっ たこ と で地方暮ら し への関心が高まっ てい

ます。

新潟市なら ではの都市と 田園の調和によ る 暮ら し やすさ の魅力発信と あわせ、 様々な支援策な

ど によ り 、 新潟市への移住を 促進する と と も に、 移住後の生活を 安心し て送れる よ う 、 定住に向

けた取組を 行います。

若者の市内就労への意識醸成や、 市内企業を 知っ ても ら う ための取組や支援を 通じ て、 市内就

労を 促進し ます。

基本的方向

新潟市の現状 / 将来を 見据え た課題

若者の転出超過

○新潟市は、 職業を 理由と し た2 0 ～2 4 歳の県外への

転出超過が多く なっ ています。

6 各分野の政策・ 施策基本計画

産業・ 交流分野 5

出典： 新潟県人口移動調査結果報告（ 令和2 年1 0 月～令和3 年9 月）

県外に対する年齢別・ 理由別転入・ 転出超過数（ 新潟市）

0 ～1 4 1 5 ～1 9 2 0 ～2 4 2 5 ～2 9 3 0 ～3 4 3 5 ～4 4 4 5 ～5 4 5 5 ～6 4 6 5 ～7 4 7 5 ～

▲1 1 7 ▲1 0 4

▲1 ,3 9 4

▲4 2 0

▲5 3 ▲4 7 ▲4 8

2 9 5

▲6 1

△1 ,6 0 0

△1 ,4 0 0

△1 ,2 0 0

△1 ,0 0 0

△8 0 0

△6 0 0

△4 0 0

△2 0 0

0

2 0 0

△1 ,6 0 0

△1 ,4 0 0

△1 ,2 0 0

△1 ,0 0 0

△8 0 0

△6 0 0

△4 0 0

△2 0 0

0

2 0 0
（ 人）（ 人）

職 業

住 宅

学 業

家 族

戸 籍

その他

合 計

○若者の居住地選択理由と し ては「 希望する 進学先・

就職先があるから 」 が最も 多く 挙げら れています。
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企業の認知度

○高校時代までに地元の企業のこ と を 知っ ていたと い

う 人ほどU タ ーン 希望が多いと いう 調査結果がある

一方で、 新潟市の若者の5 割が市内企業のこ と を よ

く 知ら ないと いう 課題があり ます。

県外から 新潟市への転入理由

○県外から 新潟市へ移住し た人の転入理由について、

「 実家があるから 」 や「 就職」、「 転職」 に続いて、「 住

環境にひかれた」 や「 自然環境にひかれた」 と いう

理由も 多く 挙げら れています。 住環境や自然環境と

いっ た「 住みやすさ 」 が新潟暮ら し の魅力の一つと

いえます。

地方移住への関心の高まり

○新型コ ロ ナウイ ルス感染症の流行の影響も あり 、 東

京圏在住者の地方移住への関心が高まり まし た。

○テレ ワーク の普及により 、 東京圏＊1での仕事を 続け

ながら 居住地を 地方に移す、 転職なき 移住が可能に

なり まし た。

2 0 1 9 年1 2 月

2 0 2 0 年5 月

2 0 2 0 年1 2 月

2 0 2 1 年4 -5 月

2 0 2 1 年9 -1 0 月

2 0 2 2 年6 月

2 0 1 9 年1 2 月

2 0 2 0 年5 月

2 0 2 0 年1 2 月

2 0 2 1 年4 -5 月

2 0 2 1 年9 -1 0 月

2 0 2 2 年6 月

〈 東京圏〉

〈 東京都2 3 区〉

強い関心がある 関心がある

あまり 関心がない まっ たく 関心がない

やや関心がある

2 .6 ％

3 .3 ％

4 .2 ％

4 .5 ％

4 .1 ％

3 .7 ％

4 .8 ％

5 .6 ％

6 .0 ％

5 .7 ％

1 0 .0 ％ 2 1 .6 ％ 2 6 .9 ％ 3 5 .9 ％

5 .5 ％

1 1 .0 ％ 2 0 .6 ％ 2 5 .0 ％ 3 7 .8 ％

1 0 .9 ％ 2 1 .2 ％ 2 9 .3 ％ 3 2 .7 ％

9 .1 ％

8 .7 ％ 1 9 .5 ％ 2 2 .7 ％ 4 3 .5 ％

1 8 .9 ％ 2 3 .1 ％ 4 4 .1 ％

7 .3 ％ 1 7 .0 ％ 2 4 .5 ％ 4 7 .6 ％

0 ％ 1 0 ％ 2 0 ％ 3 0 ％ 4 0 ％ 5 0 ％ 6 0 ％ 7 0 ％ 8 0 ％ 9 0 ％ 1 0 0 ％

0 ％ 1 0 ％ 2 0 ％ 3 0 ％ 4 0 ％ 5 0 ％ 6 0 ％ 7 0 ％ 8 0 ％ 9 0 ％ 1 0 0 ％

8 .0 ％

8 .1 ％

9 .7 ％

1 0 .1 ％ 1 9 .8 ％ 2 7 .9 ％ 3 8 .1 ％

4 .0 ％

9 .7 ％ 2 0 .5 ％ 2 9 .0 ％ 3 6 .8 ％

1 9 .0 ％ 3 0 .2 ％ 3 6 .7 ％

1 9 .2 ％ 2 4 .1 ％ 4 4 .4 ％

1 8 .9 ％ 2 4 .6 ％ 4 5 .2 ％

5 .5 ％ 1 7 .0 ％ 2 6 .6 ％ 4 8 .4 ％

地方移住への関心（ 東京圏在住者）

出典： 新型コ ロナウイ ルス感染症の影響下における生活意識・ 行

動の変化に関する調査（ 令和4 年： 内閣府）

7 1就職
転職
起業
就農

家業を継ぐ
定年退職・ 早期退職

家族や友人・ 知人から の勧誘
親の介護や、 親と の同居の必要があっ た

実家（ 配偶者の実家） があるから
自然環境にひかれた

住環境にひかれた
結婚

妊娠・ 出産、 子育て環境
医療・ 介護施設の存在

自治体の移住支援制度にひかれた
友人・ 知人の存在

その他

5 2
8

0
2

2
3 4

2 9

2 3
2 6

2 6
2 0

4

2 1
7 5

3 6
4 6

0 2 0 4 0 6 0 8 0 1 0 0

県外から 新潟市に移住し た人の転入理由

出典： 新潟市（ 令和2 年度）

注記： 件数4 7 5 件　 複数回答可

3 .7全体（ n= 1 ,1 6 3 ）

高校生等（ n= 5 8 1 ）

大学生等（ n= 5 8 1 ）

2 .9

4 .5 4 2 .8 4 7 .9 4 .3 0 .6

3 9 .7 4 8 .8 8 .3 0 .3

4 1 .2

0 .0 ％ 2 5 .0 ％ 5 0 .0 ％ 7 5 .0 ％ 1 0 0 .0 ％

4 8 .3 6 .3 0 .4

よく 知っ ている

あまり 知ら ない

少し 知っ ている

全く 知ら ない 無回答

新潟市内の企業の認知度

出典： 新潟市（ 令和元年度）

2 7 .7 ％

0 ％ 2 0 ％ 4 0 ％ 6 0 ％ 8 0 ％ 1 0 0 ％

よく 知っ ていた（ N = 1 5 5 ）

少し 知っ ていた（ N = 5 9 5 ）

あまり 知ら なかっ た（ N = 8 0 9 ）

全く 知ら なかっ た（ N = 4 6 8 ）

戻り たい やや戻り たい あまり 戻り たく ない 戻り たく ない

3 6 .1 ％ 2 0 .0 ％ 1 6 .1 ％

1 6 .0 ％

1 2 .4 ％

1 2 .0 ％ 2 0 .5 ％ 2 3 .9 ％ 4 3 .6 ％

3 1 .3 ％ 3 6 .5 ％ 1 9 .9 ％

3 6 .3 ％ 3 2 .8 ％ 1 5 .0 ％

出身市町村へのU タ ーン希望

─高校時代までの地元企業の認知程度別─

【 出身県外居住者】

出典： 若年期の地域移動に関する調査（ 平成28年： 労働政策研究・

研修機構）

＊1  東京都、 埼玉県、 千葉県、 神奈川県のこ と 。
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施　 策

大学生と 市内企業社員と の交流会

○移住セミ ナーなどの機会を 活用し 、 各区の特色や仕

事と 子育ての両立のし やすさ など新潟暮ら し の魅力

をPRするほか、 移住相談などを通じ て移住検討者へ

の情報提供を行います。

○テ レ ワーク の普及な ど 働き 方の変化な ど も 捉え、

U IJタ ーン ＊2による就業者の支援に取り 組みます。

○移住後の生活を 安心し て送れるよ う 、 生活のサポー

ト を 行う など、 移住者の定住に向けた取組を 行いま

す。

移住・ 定住（ U IJ タ ーン） の促進3

関連する施策

●学力・ 体力に自信をも ち、 世界と 共に生き る心豊かな子ども を育む学校教育の推進　 …Ｐ 1 3 7

●地域企業の持続的発展に向けた経営支援　 …Ｐ 1 5 3

●地域経済の活性化に資する 新たなビジネスの創出支援　 …Ｐ 1 5 4

●誰も がいき いき と 働ける環境づく り 　 …Ｐ 1 5 5

●安心し て住み続けら れる良好な住環境の創出　 …Ｐ 1 8 9

施策1 　 多様な 支援に よ る 移住・ 定住の促進、

関係人口の創出

○若者を 中心と し た市民に、 新潟市で暮ら すこ と の魅

力を伝え、 誇り と 愛着の醸成を図り ます。

○ウェ ブサイ ト やSN S＊1などを 通じ て、 各区の特色あ

る 取組も 含めた新潟市の魅力の情報を 市の内外に発

信し ます。

新潟暮ら し の魅力発信1

○市内の中学校、 高校や大学などと 連携し 、 若者の市

内就労への意識醸成や、 市内企業を 知っ ても ら う た

めの取組を推進し ます。

○市内企業の働き やすい職場づく り を 支援し 、 職場環

境の魅力向上と その認知度向上を促進し ます。

市内への就労促進2

○県などの関係機関と 連携し 、 市外在住者が多様な形

で新潟市と つながる 機会を 創出し 、 将来のＵ タ ーン

や移住を 見据え た 継続的な つな がり を 持ち 続ける

「 関係人口」＊3の創出に取り 組みます。

関係人口の創出4

＊1  Soc ia l N e tw ork ing  Se rv iceの略。 イ ンタ ーネッ ト を通じ て、 社会的なネッ ト ワーク の構築を支援するサービス。

＊2  Ｕ タ ーン： 地方から どこ か別の地域へ移住し たあと 、 その後また元の地方へ戻るこ と 。 

Ｉ タ ーン： 生まれ育っ た地域（ 主に大都市） から どこ か別の地方へ移り 住むこ と 。 

Ｊ タ ーン：  地方から どこ か別の地域（ 主に大都市） に移り 住み、 その後生まれ育っ た地方近く の（ 大都市より も 規模の小さ い） 中規模な都市へ戻

り 住むこ と 。

＊3  地域内にルーツのある者や過去の勤務・ 滞在等の何ら かの関わり がある者など、 地域と 多様に関わる人々のこ と 。 移住し た人を含みその地域に住

んでいる「 定住人口」、 観光目的やビジネス目的などでその地域を訪れる「 交流人口」 と は異なる。
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職業を理由と し た県外と の転出入数【 再掲】

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

2 ,0 0 8 人
転出超過

（ 令和3 年）

転出超過の縮小
（ 令和8 年）

転出超過の縮小
（ 令和1 2 年）

関係人口の創出につながる施策を 通じ て新潟市での
暮ら し に興味を抱いた人の割合

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

1 0 0 ％
（ 令和4 年度）

1 0 0 ％
（ 令和8 年度）

1 0 0 ％
（ 令和1 2 年度）

大学等新規学卒者の県内就職率【 再掲】

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

5 8 .8 ％
（ 令和3 年度）

前年度実績以上
（ 令和8 年度）

前年度実績以上
（ 令和1 2 年度）

政策指標

指標の定義や目標設定の考え方をP2 6 5 ～2 7 8 に記載し ています。
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安心・ 安全
分野 6

政策 1 2 　 市民生活の安心・ 安全の確保 ……………………………………… 1 7 5

政策 1 3 　 災害に強い地域づく り と 消防・ 救急体制の充実 ………………… 1 7 9
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市民生活の安心・ 安全の確保
政策1 2

生活の安心・ 安全

世代を 問わず誰も が安心し て暮ら せる 安全な新潟市の実現を 目指し て、 官民一体と なっ て犯罪

や交通事故の防止対策に積極的に取り 組むと と も に、 被害に遭われた方々を 支える 仕組みづく り

を 進めます。

事業者およ び消費者の相互の信頼と 協力のも と 、 消費者の権利の尊重と 自立を 支援する こ と に

より 、 市民の消費生活の安定と 向上を 図り ます。

基本的方向

新潟市の現状 / 将来を 見据え た課題

防犯力の高い地域社会づく り

○新潟市における 刑法犯認知件数＊1は年々減少傾向に

ある も のの、 特殊詐欺の手口の巧妙化や通学路での

不審者情報の多発など、 市民の誰も が安心・ 安全に

暮ら せる状況には至っ ていません。

○地域の防犯力を 高める ためには、 地域・ 住民・ 事業

者・ 学校・ 行政・ 警察等が連携し 、 一体と なっ て犯

罪の防止に向けた協働に取り 組んでいく こ と が重要

です。

6 各分野の政策・ 施策基本計画

出典： 新潟県警察統計（ 令和3 年： 新潟県）

新潟市の刑法犯認知件数の推移

H 24 H 2 5 H 2 6 H 2 7 H 2 8 H 2 9 H 30 R1 R2 R3

件数 7 ,9 5 5 7 ,7 0 9 7 ,2 6 1 6 ,6 2 7 6 ,5 1 4 5 ,6 4 7 4 ,9 6 8 4 ,9 0 8 3 ,6 3 8 3 ,2 3 8

0

2 ,0 0 0

4 ,0 0 0

6 ,0 0 0

8 ,0 0 0

1 0 ,0 0 0
（ 件）

青色回転灯装備車による防犯パト ロール

＊1  「 刑法」 に規定さ れた犯罪（ 交通事故によるも のを除く ） で、 警察において被害届、 告訴、 告発等を受理し た件数のこ と 。 道路交通法やその他の

法律に規定さ れた罪は含まない。

安心・ 安全分野 6
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犯罪の多様化

○特殊詐欺の手口は「 オレ オレ 詐欺」 や「 架空料金請

求詐欺」 など1 0 類型まで増加し 、 その手口も 悪質・

巧妙化し てき ています。

○イ ンタ ーネッ ト の普及やIT技術の進歩に伴い、 不正

アク セス行為や青少年が被害に遭う ネッ ト ワーク 利

用犯罪など、 サイ バー犯罪＊1の形態も 多様化し てい

ます。

○被害者になり やすい年齢層を 中心に被害防止啓発活

動を推進し ていく こ と が重要です。

消費者ト ラ ブルの多様化・ 複雑化

○消費者を 狙っ た悪質商法や特殊詐欺は、 社会の情勢

に応じ て次々と 新し い手口が生まれ、 被害が拡大し

社会問題化し ています。 情報を 得にく い高齢者や障

がい者等が、 騙さ れたり 被害に遭う ケースも 少なく

あり ません。

○消費者が犯罪やト ラ ブルの被害者になら ないための

問題意識を 高めても ら う 一方で、 高齢者等の家族を

はじ め地域の人々の見守り 活動も 重要です。

○令和4 （ 2 0 2 2 ） 年4 月よ り 成年年齢が2 0 歳から 1 8

歳に引き 下げら れまし た。 成年年齢に達する前の実

効性のある消費者教育が重要です。

高齢者が関わる交通事故割合の増加

○新潟市における 交通事故発生件数は年々減少傾向に

あるも のの、 高齢者が関わる 交通事故の全交通事故

に占める割合は増加傾向にあり ます。

○年代に応じ た効果的な交通安全啓発活動を 推進し て

いく こ と が重要です。

出典： 新潟県警察統計（ 令和3 年： 新潟県）

新潟市の高齢者事故発生状況

＊1  パソ コ ンやスマート フ ォ ンなどにより ネッ ト ワーク を利用し た犯罪のこ と 。 不正アク セス、 オンラ イ ン詐欺、 他人の誹謗中傷などが該当する。
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施　 策

○市民の安心・ 安全な日常生活に向けて、 消費者に必

要な知識・ 技術に関する情報を 提供するほか、 消費

生活相談の充実に取り 組みます。

○消費者被害の防止を 図るため、 年代に応じ た実効性

のある消費者教育の機会の充実を図り ます。

○消費者安全確保地域協議会＊1（ 見守り ネッ ト ワーク ）

を 通じ て地域が一体と なっ た見守り を 推進し 、 消費

者被害の標的になり やすい高齢者等の被害の未然防

止に取り 組みます。

消費者の安心・ 安全の確保3

関連する施策

●地域団体・ 市民団体の活動の推進　 …Ｐ 1 1 3

●学力・ 体力に自信をも ち、 世界と 共に生き る心豊かな子ども を育む学校教育の推進　 …Ｐ 1 3 7

●こ こ ろ と 身体の健康の増進　 …Ｐ 1 4 3

●高齢者が自分ら し く 安心し て暮ら せる健康長寿社会の実現　 …Ｐ 1 4 7

●安心・ 安全な道路ネッ ト ワーク の確保　 …P 1 9 3

○防犯に対する意識の啓発や、 地域において防犯活動

に取り 組む防犯ボラ ン ティ ア団体等への支援を 行う

など、 防犯意識の高いひと づく り に取り 組みます。

○防犯力の高い地域社会を 作っ ていく ため、 住民等が

日常生活の中においても 、 常に防犯の視点を 持っ て

子ども や高齢者の見守り ができ る よう な仕組みづく

り を推進し ます。

地域の防犯啓発活動の推進1

○犯罪などに巻き 込まれた被害者やその家族または遺

族が受けた被害の軽減およ び回復を 図り 、 再び平穏

な生活を取り 戻すための支援に取り 組みます。

犯罪被害者等への支援4○関係機関・ 団体と 連携し 、 各世代における段階的か

つ体系的な交通安全教育や、 様々な機会を 捉えた啓

発活動を 行います。 特に、 高齢者の交通事故防止に

向け、 体験型の交通安全教育など効果的な手法によ

り 、 交通事故に遭わない、 起こ さ ないと いう 意識の

醸成を図り ます。

○地域の実情に応じ たき め細やかな交通安全指導が実

施でき るよう 、 交通安全指導者の養成を図り ます。

交通安全意識の普及2

高齢者体験型交通安全教室

＊1  地域において、 高齢者や障がい者等の「 配慮を要する消費者」 を見守るためのネッ ト ワーク のこ と 。

施策1 　 生活の安心・ 安全の確保
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政策指標

関連する 主な 分野別計画

●新潟市犯罪のない安心・ 安全なまちづく り 推進計画

●新潟市交通安全計画

●新潟市消費生活推進計画・ 新潟市消費者教育推進計画

刑法犯認知件数

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

3 ,2 3 8 件
（ 令和3 年）

3 ,0 0 0 件
（ 令和8 年）

2 ,8 0 0 件
（ 令和1 2 年）

日頃から 消費生活においてト ラ ブル回避を 心掛けて
いる市民の割合

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

4 9 .3 ％
（ 令和4 年度）

7 0 .0 ％
（ 令和8 年度）

9 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

交通事故死者数・ 重傷者数

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

死者数　 1 0 人
重傷者数　 1 7 6 人

（ 令和3 年）

死者数　 1 0 人
重傷者数　 1 7 0 人

（ 令和8 年）

死者数　 1 0 人
重傷者数　 1 7 0 人

（ 令和1 2 年）

指標の定義や目標設定の考え方をP2 6 5 ～2 7 8 に記載し ています。
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災害に強い地域づく り と 消防・ 救急体制の充実
政策1 3

防災・ 消防・ 救急

地震・ 津波や大雨など によ る 災害発生時において、 自助・ 共助・ 公助の役割分担と 相互連携に

より 、 市民一人一人が適切な行動を と れる よう 、 地域防災力・ 減災力の向上に取り 組むと と も に、

市の危機管理体制を 強化し ます。

火災、 救急、 救助事案を はじ めと する 各種災害に迅速かつ的確に対応し 、 市民生活の安心・ 安

全を 確保し ます。 また、 市民と の協働による 火災予防や応急手当の普及啓発を 推進すると と も に、

消防・ 救急体制の充実を 図り ます。

基本的方向

新潟市の現状 / 将来を 見据え た課題

激甚化・ 頻発化する 災害

○気候変動の影響な ど によ り 、 各地で 豪雨や台風と

いっ た自然災害が激甚化・ 頻発化し ています。 中越

地震や中越沖地震、 東日本大震災など、 過去の大災

害の教訓を 踏まえながら 、 こ れまでにない規模の災

害に備える必要があり ます。

6 各分野の政策・ 施策基本計画

棒グラ フ （ 緑） は、 年間発生回数を 示す。 折れ線（ 青） は、 5 年移動平均値、

直線（ 赤） は、 長期変化傾向を 示す。

出典： 気象庁

全国の1 時間降水量50 m m 以上の

年間発生回数の経年変化（ 1 976 ～2 02 1）
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防災訓練

地域防災力・ 減災力の向上

○令和3 （ 2 0 2 1 ） 年の新潟市の自主防災組織
＊1

の結成

率は、 9 1 .0 % と 全国平均（ 8 4 .4 % ） を上回っ ていま

すが、 地域における 防災訓練の参加者数は伸び悩ん

でいるこ と から 、 更なる地域防災力・ 減災力の向上

が必要です。

○災害発生時は、 様々な市民が一時的に生活を 共にす

る ため、 災害に関する情報を 迅速かつ正確に伝達す

る と と も に、 円滑な避難所の運営体制の構築が重要

です。

＊1  地域住民が「 自分たちのまちは自分たちで守る」 と いう 共助の精神に基づき、 地域の防災活動のために自主的に結成さ れた組織のこ と 。

安心・ 安全分野 6
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新潟市の火災

○令和3 （ 2 0 2 1 ） 年の新潟市の火災は約8 割が建物火

災で、 その半数以上が住宅火災であり 、 火災原因は

電気関係が増加傾向にあり ます。 市民の防火意識の

高揚と 事業所における防火安全対策が重要です。

大規模災害への備え

○豪雨や台風などの気象災害や大規模な地震災害の発

生を 想定し 、 消防体制を 強化し ていく と と も に、 受

援体制を強化するこ と が重要です。

○社会情勢の変化によ り 、 消防団員数が年々減少傾向

にある 一方、 大規模災害発生時の消防団に求めら れ

る 役割が多様化し ている こ と から 、 消防団が活躍で

きる体制づく り が重要です。 　

救急需要の増加

○救急搬送に占める高齢者の割合は年々増加傾向にあ

り 、 今後も 救急需要の増加が予想さ れている 中、 質

の高い救急業務を 安定的かつ持続的に提供する こ と

が重要です。

出典： 新潟市（ 令和3 年）

令和3 年火災種別構成割合 令和3 年建物火災内訳

建物

7 5 %

車両

1 1 %

その他

1 4 %

建物 車両 その他

住宅

5 6 %

その他建築物

4 4 %

住宅 その他建築物

出典： 新潟市

過去10 年間の火災件数の推移
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出典： 新潟市

過去10 年間の救急出動件数の推移
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施　 策

○避難スペースの確保に一層努める と と も に、 発災当

初から 円滑に避難所を 開設・ 運営でき る よ う 、 地域

住民、 施設管理者、 行政職員の3 者連携のも と 、 平

時から の避難所ごと の運営組織の立ち 上げを 推進し

ます。

○避難所の備蓄物資について、 ニーズに応じ た物資の

充実を図り ます。

○在宅避難者や帰宅困難者など、 避難所以外の避難者

の支援体制を強化し ます。

避難体制の充実2

関連する施策

●地域団体・ 市民団体の活動の推進　 …Ｐ 1 1 3

●男女共同参画の推進　 …Ｐ 1 1 4

●農林水産業を活かし たまち づく り 　 …Ｐ 1 6 0

●広域的な拠点機能の強化　 …Ｐ 1 8 8

●安心し て住み続けら れる良好な住環境の創出　 …Ｐ 1 8 9

●安心・ 安全な道路ネッ ト ワーク の確保　 …Ｐ 1 9 3

●強靭かつ効率的な施設によ る安定給水の確保　 …Ｐ 1 9 4

●安心・ 安全で持続可能な下水道の推進　 …Ｐ 1 9 4

●循環型社会の推進　 …Ｐ 2 0 0

○自主防災組織によ る防災訓練の実施など、 幅広い世

代が参加する 地域の防災活動を 支援する と と も に、

地域の防災リ ーダーの育成を推進し ます。

○避難行動や避難生活に配慮が必要な高齢者や障がい

者などが適切な避難を 行えるよ う 、 個別避難計画の

策定支援や福祉避難所の充実を図り ます。

○防災活動に女性の視点を 取り 入れるため、 女性の活

動への参画を促進し ます。

○新潟地震など過去の災害から 得ら れた経験と 教訓を

伝承する こ と で、 防災意識の向上を 図る と と も に、

防災教育などを 通し 、 家庭内備蓄や、 ハザード マッ

プによる 自宅の災害リ スク の確認など、 市民の自助

による防災対策を推進し ます。

○地震によ る 建物の倒壊等の被害から 市民の生命を 守

る ため、 住宅・ 建築物の耐震化や家具固定等の安全

対策を促進し ます。

○気候変動の影響による 水災害リ スク の増大に備える

ため、 河川の流域のあら ゆる関係者と 協働し 、 地域

の特性に応じ たハード ・ ソ フ ト 一体の治水対策を 推

進し ます。

地域防災力・ 減災力の向上1

新潟市防災士の会女性部会研修会

○防災気象情報の利活用など災害対応能力を 高めるシ

ステムの充実を 図り 、 災害対策センタ ーの機能強化

に取り 組みます。

○災害時の避難情報の伝達について、 地域の実情や受

け手の状況に合わせた更なる多重化・ 多様化に取り

組みます。

○発災時の早期から の復旧を 進める ため、 民間事業者

などと の災害時応援協定の締結を推進し ます。

危機管理体制の整備3

全庁地震対応訓練

新潟市防災マスコ ッ ト キャ ラ ク タ ー

　 ジージョ 　 　 　 キョ ージョ

施策1 　 災害に 強い 地域づく り
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○住宅火災の早期発見・ 早期避難のため、 住宅用火災

警報器の設置・ 維持管理を促進し ます。

○幼少期から 命の大切さ と 防火意識を 醸成する ため、

小学生等を対象と し た消防教育を実施し ます。

○多く の方が出入り する商業施設や事業所等の防火対

象物に対し て立入検査や是正指導を 実施し 、 防火安

全対策の強化を促進し ます。

火災による被害の低減2

○火災原因の傾向に基づいた具体的な防火対策の普及

啓発などについて、 SN S＊1等を 活用し た効果的でわ

かり やすい火災予防広報に取り 組みます。

火災予防1
○消防車両等の計画的な整備や訓練によ る消防部隊の

強化を図り ます。

○大規模災害の発生に備え、 緊急消防援助隊などの受

援体制の強化を図り ます。

○地域防災の中核である消防団員の充足率の向上を 目

指し 、 特に若年層を対象と し た入団促進を図り ます。

○消防演習を はじ めと する 各種訓練の充実によ り 、 消

防団の災害対応力の一層の向上を図り ます。

消防体制の強化3

街頭防火広報

緊急消防援助隊（ 東日本大震災）

消防団員による入団促進活動

消防演習

小学生等を対象と し た消防教育

関連する施策

● 学力・ 体力に自信をも ち 、 世界と 共に生き る心豊かな子ども を

育む学校教育の推進　 …Ｐ 1 3 7

●安心・ 安全な道路ネッ ト ワーク の確保　 …Ｐ 1 9 3

＊1  Soc ia l N e tw ork in g  Se rv iceの略。 イ ンタ ーネッ ト を通じ て、 社会的なネッ ト ワーク の構築を支援するサービス。

施策2 　 消防体制の充実
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○応急手当が行える 市民を 育成する ため、 様々な機会

を 捉えて講習会を 開催し 、 応急手当の普及啓発を 推

進し ます。

○消防指令管制セン タ ーによ る1 1 9 番通報時の口頭指

導や市内に設置し てあるAEDの有効活用に向けた取

組を推進し 、 応急手当の質の向上を図り ます。

応急手当の普及と 質の向上3

○救急救命士の計画的な養成・ 教育や救急業務の高度

化を 推進する と と も に、 ド ク タ ーカ ー＊1 の効果的な

運用を図り ます。

救急業務高度化の推進1

○救急車を 有効活用する ため、 予防救急や救急車の適

正利用についての普及啓発を推進し ます。

救急需要対策の推進2

政策指標

関連する 主な 分野別計画

●新潟市地域防災計画

●新潟市水防計画 ●新潟市国土強靭化地域計画

地震被害想定＊2 における死者数

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

2 ,1 9 9 人
（ 令和4 年度）

1 ,8 3 4 人
（ 令和8 年度）

1 ,4 7 0 人
（ 令和1 2 年度）

火災件数

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

1 2 9 件
（ 令和3 年）

1 2 9 件
（ 令和8 年）

1 2 9 件
（ 令和1 2 年）

病院収容所要時間
（ 1 1 9 番通報から 医師引継ぎまでの時間）

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

4 7 .6 分
（ 令和3 年）

4 7 .6 分
（ 令和8 年）

4 7 .6 分
（ 令和1 2 年）

日頃から 災害に対する備えをし ている市民の割合

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

4 7 .8 ％
（ 令和4 年度）

6 3 .9 ％
（ 令和8 年度）

8 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

関連する施策

●こ こ ろ と 身体の健康の増進　 …Ｐ 1 4 3  ●安心・ 安全な道路ネッ ト ワーク の確保　 …Ｐ 1 9 3

消防指令管制センタ ー

応急手当講習会

＊1  新潟市救急ステーショ ンを拠点と し て出動する、 医師を同乗さ せた救急自動車のこ と 。

＊2  新潟県地震被害想定調査の想定概要（ 最も 人的被害が大き いケース） 

・ 想定地震名（ 断層）： 長岡平野西縁断層帯 

・ 地震の規模： マグニチュ ード 7 ． 5  

・ 想定シーン： 冬の深夜強風時

施策3 　 救急体制の充実

指標の定義や目標設定の考え方をP2 6 5 ～2 7 8 に記載し ています。
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